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１．はじめに 

運転支援システムの一つとして 2007 年より全車速域

アダプティブクルーズコントロール（以下 ACC）車の普

及が始まっている。ACC はドライバのアクセル・ブレー

キ操作の負担を軽減し、かつ適切な車間を自動的に確保

することで、安全に寄与する技術であり、全車速域 ACC

車は、高速走行から渋滞走行までの速度域において車間

の制御が可能である。全車速域 ACC 車と非 ACC 車が混

在する交通流においては、相互の制御方法の違いによる

特有の交通現象が発生し、それが人間の運転判断上のコ

ンフリクトや認知ミス発生の原因になる可能性がある。

しかし、全車速域 ACC 車と非 ACC 車相互の影響を考慮

した安全性評価手法は構築されていない。そこで本研究

では、全車速域 ACC 車と、人間の運転における認知・判

断・操作プロセスを考慮した非 ACC 車のモデルを構築し、

既存のミクロ交通シミュレーションに導入することで、

全車速域 ACC 車が他の車両に与える安全性への影響を

明らかにする。 

２．ミクロシミュレーションモデルの構築 

（１）全車速域 ACC 車の挙動 

 全車速域 ACC 車は、先行車がいない場合、または車間

距離 100m 以上に先行車がいる場合、設定した車速で定

速走行する。車間距離 100m 以内に先行車が存在した場

合、表―１のように３段階の車間距離の設定に基づき車

速に比例して制御行う。 

 加減速の設定は車両の速度が 45～100km/h の場合、JIS

規格に基づき全車速域 ACC の減速度は 3.0m/s
2、加速度

は 2.0 m/s
2とする。45km/h 以下の場合、実際の走行デー

タ 3)に基づき、加速度 0.5m/s
2 は減速度 1.0m/s

2 とする。  

５km/h 以下の場合は非 ACC 車と同じ挙動をとる。 

表―１ 車速と車間距離との関係 2) 
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（２）非 ACC 車の挙動 

 非 ACC 車は認知・判断・操作の流れに基づき挙動する。

認知・判断は以下の式で成り立つ。 

・視角域度θの変化 
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・距離変化 
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・車頭時間変化 
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（１）～（４）の中に一つでも一定値以上の変化が見ら

れた場合に、先行車の速度変化を認知したとして操作を

行う。操作時における加減速度の決定は Gipps1）らの提案

したモデルを用いる。Gipps モデルは以下の式によって成

り立つ。 
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ba V,V 車両の速度   n：車両番号    tg：反応時間 

a：最大加速度    b：最大減速度  Vmax：希望速度 

S0：停止時車頭距離  ：先行車減速度見積もり 
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３．安全性指標 

安全性の評価指標として①最小車間距離②TMTC③

S-Stop を用いる。TMTC は J.Hayward
4）によって提案され

た指標で当該車両がそのままの速度と進行方向を維持し

た場合に衝突するまでの時間を表す。S-Stop
5）は走行方向

空間距離と停止距離の差で、仮に前方車が急にブレーキ

を踏んだ時に、後続車が反応遅れを伴い急減速して車両

が停車したときの相対的な位置を表す。 

４．シミュレーションの実行 

  構築した挙動モデルをミクロ交通シミュレーションソ

フト Paramics に組み込み、安全性指標を評価する。 

 走行環境は片側２車線の直線道路とし、評価対象区間

長は２km とした。交通量は 2,000（台/１時間）とし、高

速域から低速域での評価を行うため、区間後半約 1500ｍ

から渋滞が発生する。評価は全車速域 ACC 車の混在割合

を 25％ずつ変化させ、割合毎に 15 分間３回ずつシミュ

レーションを実行し、比較を行う。 

５．シミュレーション結果 

箱ひげ図を用いて全車速域 ACC 車の割合と最小車間

距離の関係について図―１に、TMTC との関係を図―２

に、S-Stop との関係を図―３にそれぞれ示す。箱ひげ図

の第１分点を 15 パーセンタイル値、第４分点を 85 パー

センタイル値とする。なお、それぞれの図は、シミュレ

ーション開示直後の状況が含まれるため、指標の最大値

は表記されていない。 

図―１からは、全車速域 ACC 車の混入率が増加するに

つれて、最小車間距離が広がったことがわかる。図―２

の TMTC 値も同様に、混入率の増加するに従い値が大き

くなる傾向がみられた。図―３の S-Stop 値は、追従する

二つの車両間の相対的な停止位置の関係性を意味するた

め、負の値も取りえる。シミュレーション結果からは、

混入率の増加に従い S-Stop 値 の最小値は増加する傾向

がみられた。 

 ACC 車は自動的に車間を一定に確保するため、混入率

の増加につれて、最小車間距離と TMTC 値は増加した。

また、ACC 車が増加しても S-Stop 値が０以下の危険な状

況にある車両は依然存在するものの、その最小値は ACC

車の混入率が増加するに従って向上した。しかしながら

ACC 車を導入した場合、第１分点及び中央値が減尐して

いる。以上から交通流全体の安全性は増加したとは一概

にはいえない。 
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図―１ 全車速域 ACC 車の割合と最小車間距離の関係 
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図―２ 全車速域 ACC 車の割合と TMTC の関係 
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図―３ 全車速域 ACC 車の割合と S-Stop の関係 

６．おわりに 

 本研究では、全車速域 ACC 車が他車両に与える安全性

への影響について、ACC 車の挙動モデルを構築し、ミク

ロ交通シミュレーションを用いて３つの安全性指標から

評価した。その結果、ACC 車の混入率の違いによって、

交通流全体の安全性への影響が確認された。今後の課題

としては、ACC 車と非 ACC 車相互の制御方法の違いに

よるコンフリクトの発生について、より詳細な評価を行

うことである。 
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